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  （百万円未満切捨て）

１．平成28年１月期第１四半期の連結業績（平成27年２月１日～平成27年４月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年１月期第１四半期 2,838 36.1 505 34.1 468 32.9 484 38.2 

27年１月期第１四半期 2,085 67.0 376 － 352 － 350 － 
 
（注）包括利益 28年１月期第１四半期 470 百万円 （18.5％）   27年１月期第１四半期 397 百万円 （－％） 
 

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

28年１月期第１四半期 58.75 33.63 

27年１月期第１四半期 43.97 25.00 

 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 

  百万円 百万円 ％ 

28年１月期第１四半期 12,449 2,282 17.8 

27年１月期 12,264 1,715 13.5 
 
（参考）自己資本 28年１月期第１四半期 2,216 百万円   27年１月期 1,651 百万円 

 

２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 
  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 
27年１月期 － 0.00 － 0.00 0.00 
28年１月期 －         
28年１月期（予想）   0.00 － 0.00 0.00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況であります。当社が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式（非上場）の配当の状

況については、後述の「種類株式の状況」をご覧ください。 
 

３．平成28年１月期の連結業績予想（平成27年２月１日～平成28年１月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 5,239 28.3 336 △38.2 261 △47.1 231 △60.3 27.87 

通期 9,936 46.5 499 △23.7 358 △36.8 286 △70.0 33.51 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 

 



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

新規  －社  （社名）              、除外  －社  （社名） 

 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有 

（注）詳細は（添付資料）３ページ「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

の適用」をご覧ください。 
 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有 

②  ①以外の会計方針の変更                      ：有 

③  会計上の見積りの変更                        ：無 

④  修正再表示                                  ：無 

（注）詳細は（添付資料）３ページ「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修

正再表示」をご覧ください。 
 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年１月期１Ｑ 8,176,452 株 27年１月期 8,176,452 株 

②  期末自己株式数 28年１月期１Ｑ 23,113 株 27年１月期 23,113 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 28年１月期１Ｑ 8,153,339 株 27年１月期１Ｑ 7,845,506 株 

 

 

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商

品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了しております。 
 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に

基づいており、実際の業績は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件および業績予想のご利用にあた

っての注意事項については、四半期決算短信（添付資料）２ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来

予測情報に関する説明」をご覧ください。 

 



種類株式の状況

 

 普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳および配当金総額は以下のとおりです。

 

  Ａ種優先株式

（基準日）

１株当たり配当金 配当金総額

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 年間 年間

平成27年１月期

円 銭 

―

円 銭 

―

円 銭 

―

円 銭 

132.00

円 銭 

132.00

千円 

（注）20,574

平成28年１月期 ―          

平成28年１月期（予想）   ― ― 126.00 126.00 9,566

（注）平成27年１月期の配当につきましては優先株式の累積条項に従い、平成26年１月期配当額10,553千円が累積さ

れ、平成27年１月期の配当額10,021千円と合わせて総額20,574千円となります。

 

  Ｂ種優先株式

（基準日）

１株当たり配当金 配当金総額

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 年間 年間

平成27年１月期

円 銭 

―

円 銭 

―

円 銭 

―

円 銭 

132.00

円 銭 

132.00

千円 

（注）24,390

平成28年１月期 ―          

平成28年１月期（予想）   ― ― 126.00 126.00 11,340

（注）平成27年１月期の配当につきましては優先株式の累積条項に従い、平成26年１月期配当額12,510千円が累積さ

れ、平成27年１月期の配当額11,880千円と合わせて総額24,390千円となります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業部門に改善がみられるなど、緩やかな回復基調が続いて

おります。 

 先行きにつきましては、雇用、所得環境の改善傾向が続くなかで、原油価格下落の影響や各種政策の効果もあっ

て、緩やかに回復していくことが期待されますが、海外景気の下振れなど、わが国の景気を下押しするリスクに留

意する必要があります。 

 当社グループの属する電子機器業界のＩＴ、デジタル分野におきましては、テレビの市場が低迷する反面、スマ

ートフォンやタブレット端末などは引き続き旺盛な需要を背景に市場が拡大することが期待されております。 

 このような環境下において、当社グループは市場動向を見極めながら積極的に営業展開を行い、顧客ニーズに応

えるべく製品等の改良施策を推進してまいりました。その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は28億38百万

円（前年同期比36.1％増）となり、営業利益は５億５百万円（前年同期比34.1％増）、経常利益は４億68百万円

（前年同期比32.9％増）、四半期純利益は４億84百万円（前年同期比38.2％増）となりました。 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（電子機器部品製造装置）

 プリント基板分野では、直接営業に重点をおいた受注活動を海外子会社の活用や代理店との連携を行いながら進

め、当社装置の評価をユーザーから直接聞くことにより、今後の装置開発や改良につなげる取り組みを行ってまい

りました。また、装置の消耗部品であるセラミックバフにつきましては、顧客の要求に合わせた開発を継続して取

り組んでおりますが、直接営業に切り替えを行った効果が出るまでには時間を要しており、売上は減少いたしまし

た。 

 液晶関連分野では、インクジェットコーターの売上が予定どおりに計上され、また、部品修理売上が増加したこ

とから、売上は増加いたしました。 

 その結果、売上高は13億22百万円（前年同期比18.9％増）、営業利益は３億48百万円（前年同期比34.9％増）と

なりました。 

 

（ディスプレイおよび電子部品） 

 アミューズメント向け部品分野は前年同期とほぼ同水準で推移いたしました。 

 工作機械および産業用機械分野については、横ばいで推移いたしましたが、製販体制の強化として人員配置の見

直しおよび中途社員の採用を実施しており、引き続き取り組みを継続してまいります。 

 加えて、前連結会計年度に子会社となった、上海賽路客電子有限公司の業績が当第１四半期連結累計期間より加

算されております。 

 その結果、売上高は15億13百万円（前年同期比55.6％増）、営業利益は１億56百万円（前年同期比50.6％増）と

なりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べて１億85百万円増加の124億49百万円となり

ました。 

 流動資産は、70億２百万円となり前連結会計年度末と比べ２億13百万円増加いたしました。これは現金及び預金

が３億17百万円増加したことなどによるものであります。 

 固定資産は、54億47百万円となり前連結会計年度末と比べ27百万円減少いたしました。これは有形固定資産が21

百万円減少したことなどによるものであります。 

 負債は、前連結会計年度末と比べて３億81百万円減少の101億67百万円となりました。 

 流動負債は、80億37百万円となり前連結会計年度末と比べ６億22百万円増加いたしました。これは１年内返済予

定の長期借入金が８億25百万円増加したことなどによるものであります。 

 固定負債は、21億29百万円となり前連結会計年度末と比べ10億４百万円減少いたしました。これは長期借入金が

８億25百万円減少したことなどによるものであります。 

 純資産は、22億82百万円となり前連結会計年度末と比べ５億66百万円増加いたしました。これは四半期純利益を

４億84百万円計上したことなどにより、利益剰余金が６億25百万円増加したことなどによるものであります。この

結果自己資本比率は17.8％になりました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 平成27年４月13日に公表いたしました平成28年１月期の第２四半期累計期間および通期の業績予想につきまして

は、現時点では変更はありません。
 

㈱石井表記　（6336）　平成28年１月期　第１四半期決算短信

－　2　－



２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（税金費用の計算）

 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用して

おります。

 ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

会計方針の変更

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を、従業員

の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額

を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の投資その他の資産のその他に含まれる退職給付に係る資産が

47,496千円増加し、退職給付に係る負債が109,106千円減少し、利益剰余金が141,356千円増加しております。ま

た、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（在外子会社の収益及び費用の換算方法の変更） 

 在外子会社の収益及び費用は、従来、当該在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりまし

たが、当第１四半期連結会計期間より期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更しております。 

 この変更は、当第１四半期連結会計期間より上海賽路客電子有限公司の損益が業績に含まれることにより、在

外子会社が外部顧客に対して計上する売上高の重要性が増したため、為替相場の変動による期間損益への影響を

より的確に反映させることを目的とするものであります。 

 なお、この変更による前連結会計年度の損益への影響額及び当連結会計年度の期首までの累積的影響額はいず

れも軽微であり、遡及適用は行っておりません。 

 

３．継続企業の前提に関する重要事象等

 当社グループは、平成27年１月期におきまして営業利益654,116千円、経常利益567,030千円、当期純利益953,762

千円を計上し、当第１四半期連結累計期間におきましても、営業利益505,337千円、経常利益468,567千円、四半期純

利益484,066千円を計上しております。 

 しかしながら、当社グループが取引金融機関から返済条件の緩和（支払余力に応じたプロラタ返済、当第１四半期

連結会計期間末残高は借入金等6,592,329千円）を受けている状況に変わりはないことから、依然として継続企業の

前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しているものと認識しております。 

 今後も経営改善計画に従い、当社グループは事業再生を果たすべく、ディスプレイおよび電子部品、プリント基板

製造装置分野での安定的な収益基盤の確保、インクジェットコーターの新規事業分野への拡販、直接費率の削減なら

びに一層の経費の削減等を行い収益性の向上を進めてまいります。また、収益構造の安定化を図るため、平成26年11

月７日付で上海賽路客電子有限公司を子会社化いたしました。 

 加えて当第１四半期連結累計期間において、投資有価証券の売却を実施しております。今後も当社が所有する有価

証券および遊休の土地、建物、設備の売却による現金化を進め、引き続き財務体質の強化を図る所存です。 

 

 取引金融機関との間の返済条件緩和の基本同意により、資金繰りの安定化についての不確実性の程度は低減してお

りますが、経営改善計画については市況等の変化により計画どおりに推進できない可能性があります。また、経営改

善計画の達成状況によっては取引金融機関との同意内容が見直され今後の資金繰りに影響する可能性があります。従

って、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在するものと認識しております。 
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４．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年１月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年４月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,014,352 3,331,956 

受取手形及び売掛金 2,338,100 2,418,623 

商品及び製品 132,893 143,067 

仕掛品 846,689 597,326 

原材料及び貯蔵品 329,182 339,902 

その他 128,409 171,418 

貸倒引当金 △1,045 － 

流動資産合計 6,788,580 7,002,294 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,849,442 1,816,577 

土地 2,223,035 2,223,035 

その他（純額） 993,837 1,004,854 

有形固定資産合計 5,066,315 5,044,467 

無形固定資産    

その他 41,351 42,102 

無形固定資産合計 41,351 42,102 

投資その他の資産    

その他 1,775,874 1,770,645 

貸倒引当金 △1,408,086 △1,409,614 

投資その他の資産合計 367,787 361,030 

固定資産合計 5,475,455 5,447,600 

資産合計 12,264,036 12,449,895 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,581,072 1,441,420 

短期借入金 2,125,701 2,088,609 

1年内返済予定の長期借入金 2,318,433 3,143,679 

未払法人税等 82,983 88,630 

賞与引当金 － 40,395 

その他 1,306,824 1,235,225 

流動負債合計 7,415,014 8,037,961 

固定負債    

長期借入金 1,442,834 617,588 

退職給付に係る負債 478,700 378,096 

その他 1,212,200 1,134,010 

固定負債合計 3,133,735 2,129,694 

負債合計 10,548,750 10,167,656 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年１月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年４月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 300,000 300,000 

資本剰余金 7,691,708 7,646,744 

利益剰余金 △6,292,521 △5,667,098 

自己株式 △19,839 △19,839 

株主資本合計 1,679,348 2,259,806 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 71,544 59,764 

為替換算調整勘定 △148,877 △142,388 

退職給付に係る調整累計額 49,260 38,832 

その他の包括利益累計額合計 △28,073 △43,791 

少数株主持分 64,011 66,224 

純資産合計 1,715,285 2,282,239 

負債純資産合計 12,264,036 12,449,895 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年２月１日 
 至 平成26年４月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年２月１日 
 至 平成27年４月30日) 

売上高 2,085,826 2,838,123 

売上原価 1,311,021 1,872,811 

売上総利益 774,804 965,312 

販売費及び一般管理費 398,090 459,974 

営業利益 376,714 505,337 

営業外収益    

受取利息 4,323 402 

受取配当金 501 － 

受取賃貸料 6,416 6,452 

為替差益 － 1,118 

その他 7,695 2,864 

営業外収益合計 18,937 10,839 

営業外費用    

支払利息 28,604 32,429 

為替差損 134 － 

減価償却費 9,970 9,122 

貸倒引当金繰入額 699 1,836 

その他 3,756 4,220 

営業外費用合計 43,165 47,609 

経常利益 352,485 468,567 

特別利益    

投資有価証券売却益 8,714 79,662 

特別利益合計 8,714 79,662 

税金等調整前四半期純利益 361,199 548,229 

法人税等 10,225 62,510 

少数株主損益調整前四半期純利益 350,973 485,718 

少数株主利益 698 1,652 

四半期純利益 350,275 484,066 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年２月１日 
 至 平成26年４月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年２月１日 
 至 平成27年４月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 350,973 485,718 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 50,541 △11,779 

為替換算調整勘定 △4,298 7,050 

退職給付に係る調整額 － △10,427 

その他の包括利益合計 46,242 △15,156 

四半期包括利益 397,216 470,561 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 396,809 468,348 

少数株主に係る四半期包括利益 407 2,213 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 当社グループは、平成27年１月期におきまして営業利益654,116千円、経常利益567,030千円、当期純利益

953,762千円を計上し、当第１四半期連結累計期間におきましても、営業利益505,337千円、経常利益468,567千

円、四半期純利益484,066千円を計上しております。 

 しかしながら、当社グループが取引金融機関から返済条件の緩和（支払余力に応じたプロラタ返済、当第１四半

期連結会計期間末残高は借入金等6,592,329千円）を受けている状況に変わりはないことから、依然として継続企

業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しているものと認識しております。 

 今後も経営改善計画に従い、当社グループは事業再生を果たすべく、ディスプレイおよび電子部品、プリント基

板製造装置分野での安定的な収益基盤の確保、インクジェットコーターの新規事業分野への拡販、直接費率の削減

ならびに一層の経費の削減等を行い収益性の向上を進めてまいります。また、収益構造の安定化を図るため、平成

26年11月７日付で上海賽路客電子有限公司を子会社化いたしました。 

 加えて当第１四半期連結累計期間において、投資有価証券の売却を実施しております。今後も当社が所有する有

価証券および遊休の土地、建物、設備の売却による現金化を進め、引き続き財務体質の強化を図る所存です。 

 

 取引金融機関との間の返済条件緩和の基本同意により、資金繰りの安定化についての不確実性の程度は低減して

おりますが、経営改善計画については市況等の変化により計画どおりに推進できない可能性があります。また、経

営改善計画の達成状況によっては取引金融機関との同意内容が見直され今後の資金繰りに影響する可能性がありま

す。従って、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在するものと認識しております。 

 

 なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年２月１日 至 平成26年４月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 

その他 合計 調整額 
四半期連結
損益計算書
計上額  

電子機器部
品製造装置 

ディスプレ
イおよび電
子部品 

計 

売上高              

(1）外部顧客への売上高 1,112,967 972,515 2,085,482 344 2,085,826 － 2,085,826 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － － － 

計 1,112,967 972,515 2,085,482 344 2,085,826 － 2,085,826 

セグメント利益 258,684 103,681 362,366 14,347 376,714 － 376,714 

 （注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメント及び付随的な収益を獲得す

るに過ぎない構成単位であり、主に太陽電池ウェーハ事業であります。

２．セグメント利益の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 （固定資産に係る重要な減損損失）

   該当事項はありません。

 

 （のれんの金額の重要な変動）

   該当事項はありません。

 

 （重要な負ののれん発生益）

   該当事項はありません。

 

㈱石井表記　（6336）　平成28年１月期　第１四半期決算短信

－　9　－



Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年２月１日 至 平成27年４月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 

その他 合計 調整額 
四半期連結
損益計算書
計上額  

電子機器部
品製造装置 

ディスプレ
イおよび電
子部品 

計 

売上高              

(1）外部顧客への売上高 1,322,840 1,513,047 2,835,887 2,235 2,838,123 － 2,838,123 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － － － 

計 1,322,840 1,513,047 2,835,887 2,235 2,838,123 － 2,838,123 

セグメント利益 348,931 156,195 505,127 210 505,337 － 505,337 

 （注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメント及び付随的な収益を獲得す

るに過ぎない構成単位であり、主に太陽電池ウェーハ事業であります。

２．セグメント利益の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 （固定資産に係る重要な減損損失）

   該当事項はありません。

 

 （のれんの金額の重要な変動）

   該当事項はありません。

 

 （重要な負ののれん発生益）

   該当事項はありません。
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